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（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 70,222,433 ※ 固定負債 29,065,914 ※

有形固定資産 67,056,432 ※ 地方債等 24,237,275
事業用資産 41,378,246 ※ 長期未払金 3,778

土地 25,031,781 退職手当引当金 2,555,547
立木竹 142,950 損失補償等引当金 0
建物 34,074,082 その他 2,269,313
建物減価償却累計額 △ 20,148,207 流動負債 2,289,013 ※

工作物 571,815 1年内償還予定地方債等 1,874,021
工作物減価償却累計額 △ 318,964 未払金 46,373
船舶 0 未払費用 21,827
船舶減価償却累計額 0 前受金 905
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 230,711
航空機 0 預り金 62,079
航空機減価償却累計額 0 その他 53,098
その他 3,018 31,354,926 ※

その他減価償却累計額 △ 509 【純資産の部】
建設仮勘定 2,022,279 固定資産等形成分 72,282,011

インフラ資産 24,668,359 余剰分（不足分） △ 28,046,985
土地 3,188,642 他団体出資等分 0
建物 3,856,465
建物減価償却累計額 △ 1,882,540
工作物 40,655,560
工作物減価償却累計額 △ 21,274,089
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 124,321

物品 4,481,271
物品減価償却累計額 △ 3,471,444

無形固定資産 87,818
ソフトウェア 87,611
その他 207

投資その他の資産 3,078,183 ※

投資及び出資金 66,832
有価証券 0
出資金 66,832
その他 0

長期延滞債権 315,044
長期貸付金 19
基金 2,695,157

減債基金 0
その他 2,695,157

その他 18,455
徴収不能引当金 △ 17,325

流動資産 5,367,520 ※

現金預金 3,058,715
未収金 238,481
短期貸付金 0
基金 2,059,578

財政調整基金 1,818,924
減債基金 240,654

棚卸資産 14,668
その他 7,707
徴収不能引当金 △ 11,630

繰延資産 0 44,235,026
75,589,952 75,589,952 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 29,248,961
業務費用 10,356,303

人件費 3,527,630
職員給与費 3,112,929
賞与等引当金繰入額 235,160
退職手当引当金繰入額 19,836
その他 159,705

物件費等 6,248,082
物件費 3,977,176
維持補修費 327,328
減価償却費 1,889,371
その他 54,207

その他の業務費用 580,591
支払利息 291,942
徴収不能引当金繰入額 22,244
その他 266,405

移転費用 18,892,658
補助金等 16,330,588
社会保障給付 2,529,390
他会計への繰出金 0
その他 32,680

経常収益 1,969,276
使用料及び手数料 1,055,228
その他 914,048

純経常行政コスト △ 27,279,685
臨時損失 121,150

災害復旧事業費 31,824
資産除売却損 75,230
損失補償等引当金繰入額 0
その他 14,096

臨時利益 13,978
資産売却益 0
その他 13,978

純行政コスト △ 27,386,857

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 43,494,233 71,148,885 △ 27,654,652 0

純行政コスト（△） △ 27,386,857 △ 27,386,857 0

財源 27,443,709 ※ 27,443,709 ※ 0

税収等 18,560,445 18,560,445 0

国県等補助金 8,883,264 8,883,264 0

本年度差額 56,852 56,852 0

固定資産等の変動（内部変動） 468,707 △ 468,707

有形固定資産等の増加 3,343,147 △ 3,343,147

有形固定資産等の減少 △ 2,495,333 2,495,333

貸付金・基金等の増加 219,397 △ 219,397

貸付金・基金等の減少 △ 598,504 598,504

資産評価差額 0 0

無償所管換等 664,713 664,713

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 0 0

その他 19,229 △ 294 19,523

本年度純資産変動額 740,793 1,133,126 △ 392,333 0

本年度末純資産残高 44,235,026 ※ 72,282,011 △ 28,046,985 ※ 0

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 27,492,118 ※

業務費用支出 8,599,460 ※

人件費支出 3,500,063
物件費等支出 4,540,511
支払利息支出 291,942
その他の支出 266,943

移転費用支出 18,892,658
補助金等支出 16,330,588
社会保障給付支出 2,529,390
他会計への繰出支出 0
その他の支出 32,680

業務収入 29,191,437
税収等収入 18,552,326
国県等補助金収入 8,714,270
使用料及び手数料収入 1,053,489
その他の収入 871,351

臨時支出 44,726
災害復旧事業費支出 31,824
その他の支出 12,902

臨時収入 33,206
業務活動収支 1,687,800
【投資活動収支】

投資活動支出 2,907,806
公共施設等整備費支出 2,850,264
基金積立金支出 56,920
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 0
その他の支出 622

投資活動収入 626,720
国県等補助金収入 187,197
基金取崩収入 425,468
貸付金元金回収収入 5,112
資産売却収入 7,460
その他の収入 1,483

投資活動収支 △ 2,281,086
【財務活動収支】

財務活動支出 1,827,448
地方債等償還支出 1,827,448
その他の支出 0

財務活動収入 2,584,032
地方債等発行収入 2,584,032
その他の収入 0

財務活動収支 756,584
163,298 ※

2,833,339
0

2,996,637

前年度末歳計外現金残高 61,907
本年度歳計外現金増減額 171
本年度末歳計外現金残高 62,077 ※

本年度末現金預金残高 3,058,715

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



（単位：千円）

経常費用 29,248,961
業務費用 10,356,303

人件費 3,527,630 　
職員給与費 3,112,929
賞与等引当金繰入額 235,160
退職手当引当金繰入額 19,836
その他 159,705

物件費等 6,248,082
物件費 3,977,176
維持補修費 327,328
減価償却費 1,889,371
その他 54,207

その他の業務費用 580,591
支払利息 291,942
徴収不能引当金繰入額 22,244
その他 266,405

移転費用 18,892,658
補助金等 16,330,588
社会保障給付 2,529,390
他会計への繰出金 0
その他 32,680

経常収益 1,969,276
使用料及び手数料 1,055,228
その他 914,048

純経常行政コスト △ 27,279,685
臨時損失 121,150

災害復旧事業費 31,824
資産除売却損 75,230
損失補償等引当金繰入額 0
その他 14,096

臨時利益 13,978
資産売却益 0
その他 13,978

純行政コスト △ 27,386,857 △ 27,386,857 0
財源 27,443,709 ※ 27,443,709 ※ 0

税収等 18,560,445 18,560,445 0
国県等補助金 8,883,264 8,883,264 0

本年度差額 56,852 56,852 0
固定資産等の変動（内部変動） 468,707 △ 468,707

有形固定資産等の増加 3,343,147 △ 3,343,147
有形固定資産等の減少 △ 2,495,333 2,495,333
貸付金・基金等の増加 219,397 △ 219,397
貸付金・基金等の減少 △ 598,504 598,504

資産評価差額 0 0
無償所管換等 664,713 664,713
他団体出資等分の増加 0 0
他団体出資等分の減少 0 0
比例連結割合変更に伴う差額 0 0
その他 19,229 △ 294 19,523

本年度純資産変動額 740,793 1,133,126 △ 392,333 0
前年度末純資産残高 43,494,233 71,148,885 △ 27,654,652 0
本年度末純資産残高 44,235,026 ※ 72,282,011 △ 28,046,985 ※ 0

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

金額
固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

連結行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額



１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

開始時においては有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも
のは再調達原価としています。ただし、道路、河川及び水路の敷地のうち、取得原価が不
明なもの及び無償で移管を受けたものは備忘価額1 円としています。開始後は原則として
取得原価としています。

有価証券等の評価基準及び評価方法
①有価証券
ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・会計年度末における市場価格
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・取得原価
②出資金
ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・会計年度末における市場価格
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・出資金額
ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値
が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。この「著しく低下し
たとき」は、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合に該当するものとしてい
ます。

有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）・・・定額法
主な耐用年数は以下のとおりです。
ア 建物 6年～50年
イ 工作物 8年～60年
ウ 物品 2年～15年
②無形固定資産 ・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法
③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産・・・・自己所有の固定資産に
適用する減価償却方法と同一の方法

引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金
過去5 年間の平均不納欠損率により計上しています。
②賞与引当金
翌年度6 月支給の期末手当及び勤勉手当、法定福利費相当額の見込額について、全支給対
象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。
③退職手当引当金
退職手当債務から、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当と
して支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち市へ按分
される額を加算した額を控除した額とします。
④損失補償引当金
地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法
に従っています。

リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリー
ス料総額が300 万円未満のファイナンス・リース取引を除きます。）通常の売買取引に係
る方法に準じて会計処理を行っています。
イ ア以外のファイナンス・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。

連結資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物を資金の範囲としています。このうち現
金同等物は、短期投資のほか、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含ん
でいます。

採用した消費税等の会計処理
①消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式としています。ただし、水道事業会計は税別方式として
います。
②物品およびソフトウェアの計上基準
取得価額が原則50万円以上の場合に資産として計上しています。

２．重要な会計方針の変更等
会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が連結財務
書類に与えている影響の内容

平成28年度から統一的な基準による地方公会計マニュアルに基づき財務書類を作成してい
ます。

表示方法を変更した場合には、その旨
「総務省方式改訂モデルによる財務書類」から「統一的な基準による財務書類」の表示に
変更しています。

連結資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変
更が連結資金収支計算書に与えている影響の内容

該当項目はありません。

３．重要な後発事象
その他重要な後発事象

該当はありません。

４．偶発債務
保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していない
ものの内訳（連結貸借対照表計上額及び未計上額））

該当はありません。

５．追加情報
連結対象団体（会計）の一覧、連結の方法（比例連結の場合は比例連結割合を含みます。）及
び連結対象と判断した理由

一般会計等 一般会計 ： 全部連結
公営企業会計 水道事業会計 ： 全部連結
その他 国民健康保険特別会計（事業勘定） ： 全部連結
その他 国民健康保険特別会計（診療施設勘定） ： 全部連結
その他 介護保険特別会計 ： 全部連結
その他 浄化槽整備特別会計 ： 全部連結
その他 農業集落排水特別会計 ： 全部連結
その他 伊予港上屋特別会計 ： 全部連結
その他 介護サービス事業特別会計 ： 全部連結
その他 後期高齢者医療特別会計 ： 全部連結
その他 都市総合文化施設運営事業特別会計 ： 全部連結
一部事務組合・広域連合 松山養護老人ホーム事務組合（一般会計） ： 比例連結
（5.3％）
一部事務組合・広域連合 松山養護老人ホーム事務組合（特別会計） ： 比例連結
（5.3％）
一部事務組合・広域連合 伊予市松前町共立衛生組合 ： 比例連結（44.0％）
一部事務組合・広域連合 伊予市・伊予郡養護老人ホーム組合 ： 比例連結（29.5％）
一部事務組合・広域連合 伊予地区ごみ処理施設管理組合 ： 比例連結（63.2％）
一部事務組合・広域連合 伊予消防等事務組合 ： 比例連結（48％）
一部事務組合・広域連合 伊予市外二町共有物組合 ： 比例連結（80.27％）
一部事務組合・広域連合 松山広域福祉施設事務組合 ： 比例連結（6.3％）
一部事務組合・広域連合 大洲・喜多衛生事務組合 ： 比例連結（12.0％）
一部事務組合・広域連合 愛媛県市町総合事務組合（消防補償事） ： 比例連結
（6.4％）
一部事務組合・広域連合 愛媛地方税滞納整理機構 ： 比例連結（4.5％）
一部事務組合・広域連合 愛媛県後期高齢者医療広域連合 ： 比例連結（2.8％）
第三セクター 株式会社　まちづくり郡中 ： 全部連結
第三セクター 株式会社　プロシーズ ： 全部連結
第三セクター 有限会社　シーサイドふたみ ： 全部連結

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている
旨、出納整理期間が異なる連結対象団体（会計）がある場合は当該団体（会計）の一覧と修正
の仕方

地方自治法第235条の5の規定により、出納整理期間が設けられています。当会計年度に係
る出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数と
しています。

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じ
る場合は、その旨

各項目の金額を表示単位未満の金額で四捨五入しているため、合計金額等が一致しない場
合があります。


